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１．中期経営計画の策定状況 

 信用金庫が持続可能なビジネスモデルを確立するためのマイルストーン（道しるべ）として実効

性の高い「中期経営計画」の策定が求められている。実際、当研究所が 2020 年度に実施した調査

では、回答金庫の９割前後が「複数年の計数計画」や「目指すビジネスモデルの可視化」を中期経

営計画に位置付けた1（図表１）。 

 また、当研修を受講した役職員の８割弱が中期経営計画の策定に直接・間接的に携わる企画部門

だったこともあり、活発な意見交換が行わ

れた。研修受講金庫へのヒアリングベース

では、「2024年度から新中期経営計画が始ま

る。」が７割に達し、また大半の研修受講金

庫が「３か年計画となる。」であった。その

ため、多くの信用金庫が 2023年度に入り本

格的な検討を開始すると考えられる。 

 こうしたなか信用金庫を取り巻く内外環

境の急激な変化や、職員の価値観の多様化、

庫内における策定ノウハウの共有不足など

から、実効性の高い新中期経営計画の策定

を懸念する声が研修受講金庫の間から相次

いだ。 

                         
1 2021年 2月 26 日付金融調査情報「信用金庫の中期経営計画の策定 - 事前課題の集計結果 -」を参照 
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 当研究所主催「経営戦略プランニング研修（2022 年度）」を受講した信用金庫の７割が 2024 年

度より３か年の新中期経営計画を開始する予定である。 

 研修受講金庫の多くが新中期経営計画を策定するうえで、収益力の強化の次に人材育成や職員

意欲の向上といった「人」関連を重要テーマに挙げた。 

 これまでの延長で新中期経営計画を策定することが難しい状況にあり、そのためにも信用金庫

間で計画策定に係る知見やノウハウの共有が不可欠となっている。 

 研修受講金庫の取組事例を挙げると、公募で検討メンバーを募る信用金庫や外部コンサルを活

用する信用金庫などがあった。 

 

（注）本稿は、当研究所主催「経営戦略プランニング研修（2022年度）」の講義および意見交換時の内容を 

   中心に作成している。 

 

（図表１）中期経営計画の位置付け（３つまで回答可） 

 
（備考）1．回答は 93金庫 

    2．信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 
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①複数年の計数計画

②中長期のスケジュール確認

③目指すビジネスモデルの可視化

④経営理念等の宣言

⑤経営陣による目標の宣言

⑥職員のモチベーション向上

⑦対外ＰＲ・広報の一環

⑧当局等の指示のため

⑨定期的に策定しているため

⑩その他・該当なし
（％）



 

本レポートは、情報提供のみを目的とした上記時点における当研究所の意見です。施策実施等に関する最終決定は、ご自身の判断でな

さるようにお願いします。また、当研究所が信頼できると考える情報源から得た各種データ等に基づいて、この資料は作成されており

ますが、その情報の正確性および完全性について当研究所が保証するものではありません。 

 

２．注目キーワード 

 意見交換では、多くの信用金庫が新中期経営計画を策定するうえで、収益力の強化の次に人材育

成や職員意欲の向上といった「人」関連を重要テーマに挙げた。具体的なキーワードには、「職員エ

ンゲージメント向上」や「コミュニケーション活発化」「パーパス策定」などが目立った。また全員

営業体制を確立するべく女性職員の活躍拡大に加え、シニア職員の活躍策なども必要との声があり、

「リスキルの必要性」が再確認された。そのほかでは、ウィズコロナ時代を見据えて事業性評価に

基づく「本業支援の強化」を柱に据える信用金庫も多い。「ＤＸの推進」や「脱炭素への取組み（Ｓ

ＤＧｓ）」に関心の高い研修受講金庫もみられた。 

 

３．策定時の検討課題 

 信用金庫を取り巻く内外環境の変化が急であり、これまでの延長で新中期経営計画を策定するこ

とが難しい状況にある。こうしたなか実効性の高い中期経営計画を策定するためには、より多くの

自金庫役職員を巻き込み、当事者意識を向上させる必要がある。それと同時に中期経営計画の策定

に係る知見やノウハウの不足を補うため、信用金庫間の情報共有なども不可欠だと言える。 

 

４．研修受講金庫の取組事例 

 当研修の意見交換時に聴取した研修受講金庫の主なコメントは図表２のとおりである2。 

 

（図表２）中期経営計画の策定に関する主なコメント 

 当金庫の新中期経営計画の柱は「人材」に関わる部分になるだろう。職員のエンゲージメント向

上やスキルアップなどを重視した計画を策定する考えである。 

 当金庫の新中期経営計画の柱は、第１に多様なステークホルダーとの連携の強化、第２に職員エ

ンゲージメントの向上とする予定である。 

 新中期経営計画の柱に「職員の働き甲斐」や「パーパス経営」を盛り込む予定である。職員の当

事者意識を高めるため、ＰＪメンバーを公募で募り、若手職員を交えた皆で策定していく。 

 新中期経営計画は、引き続き収益獲得を第１の柱に据える予定だが、第２の柱をどうするか決め

かねている。 

 新中期経営計画には、自金庫の抱える課題や対応すべき施策などをハッキリと明記し、当金庫（経

営陣）の目指す方向を明確に打ち出したい。 

 当金庫の中期経営計画は、どちらかと言えばビジョンである。３年かけて実施する施策の大枠な

どを記載するに留め、詳細計画は各部に任せる形である。 

 当金庫は中期経営計画を詳細に策定し、そこで〇〇年度に△部は××まで実施するなどを記載す

る。この中期経営計画をもとに各部は単年度の事業計画を策定する。 

 当金庫は中期経営計画と別に 10 年の長期経営計画も策定する。なお長期経営計画はビジョンや

目指す姿とし、詳細な収益シミュレーションなどまで行わない。 

 中期経営計画の策定は企画が担当するが、ＰＪメンバーには営業店職員なども入れる予定であ

る。これは若手・中堅職員の教育の意味がある。 

 新中期経営計画の策定にあったて外部コンサルを活用することにした。自金庫の職員だけでは策

定ノウハウが不足し、新しい視点などを盛り込めないと思う。 

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成 

                                        以 上  

                         
2 当該コメントは研修受講者の個人的な意見・感想を含むものであり、研修受講金庫の正式なコメントでは

ない。そのため事例の記載にあたっては信用金庫名が特定できないように修正してある。 


